
　
日本とASEANの事始め

　謹賀新年。本号ではベトナム戦
争中の1967年８月に結成された
東南アジア諸国連合（ASEAN）
と日本との経済協力関係史を追跡
しながら将来を考えてみたい。巨
大化する中国の存在を前にして、
戦略的に思考すべき問題である。
　ASEAN創設にはベトナム戦争
が関わっている。戦争の飛び火を
恐れた多くの東南アジア諸国は、
ベトナム戦争中の1967年に集団
的防衛を目指した。そして東南ア
ジア海洋国家５カ国（タイ、マレ
ーシア、シンガポール、インドネ
シア、フィリピン）が、原加盟国
とも言えるASEANを結成する。
　今では歴史の影に入りそうな長
くて悲惨なベトナム戦争は、米軍
が撤退した1975年４月に終焉を
迎えた。戦後、ブルネイや大陸部
のベトナム、ラオス、ミャンマー、
カンボジアがASEANに加盟した。
（ちなみに1967年に本誌は創刊
された。そして当時は毎号反ベト
ナム戦争記事を書いた）

　米国をはじめとする西側世界は、
ASEAN創設について、それなり
の思惑通りに事が進んだとして安
堵した。特に、ベトナムで苦戦を
強いられた米国は、東南アジアに
社会主義が“ドミノ論”的な雪崩
れ式に浸透することを警戒してい
た。変な言い方だが、ASEANが
その防波堤になるとして歓迎した。
今では、米国の取り越し苦労であ
ったことが明白になっている。
　米国は当然のように日本に日米
協力の一環としてのASEAN支援
を要請する。ここに、米国は軍事
力で、日本は経済力でASEANを
支援し、社会主義の南下を防ぐと
いう一つの日米協力の図式が出来
上がったと言える。
　こうして、日本の本格的な東南
アジアへの大規模な経済協力が始
まった。そして、その歴史の中で
特記すべきことが、1977年８月
の第２回ASEAN首脳会議に続く
拡大ASEAN会議で起こった。そ
れは、出席した福田赳夫首相（当
時）がASEANの域内工業化促進
のために、10億ドル支援を約束

したことであった。

工業化と人づくり支援

　その援助計画は次の通りである。
インドネシアとマレーシアのアン
モニア尿素肥料、タイの岩塩ソー
ダ灰、フィリピンのリン酸肥料、
シンガポールのディーゼルエンジ
ンなどの製造を支援した。
　とにかく1960～70年代の日本
の経済力は世界の中で突出した存
在で、まさに“日の昇る国”と言
われるほどであった。しかし、そ
の反面、「日本は再び軍国主義に
走るのではないか」という、かつ
ての悪夢が東南アジアに広がって
いた。
　福田首相はそういう状況を察
知して、日本とアジアとの「心
と心のふれ合い」を唱えた。そ
してASEANのレジリエンス（強
靭性）を強調し、「日本は絶対
に軍国主義に走らない」と強く
訴えた。当時はこれを米国ニク
ソン大統領の「ニクソン・ドク
トリン」になぞらえて「福田ド
クトリン」と呼ぶ人もいた。こ

れで、戦前からのASEAN諸国の
日本への疑心暗鬼が沈静化したの
ではないかと言われた。
　次に起きた変革は第５回国連貿
易開発会議（UNCTAD）の後で
「ASEAN人づくり協力」を提唱
した大平正芳首相（当時）の登場
である。大平首相は当時、「中国
への援助（ODA）はASEANの
最大援助受け取り国インドネシア
を上回ってはならない」とクギを
刺すほど、ASEAN重視を打ち出
した。
　その最大の特徴は「人づくり＝
人材育成援助」であった。福田氏
が資金協力なら、大平氏は人づく
り協力だと言わんばかりの援助戦
略を展開した。
　しかし、大平首相は念願むなし
く、その後急逝し、鈴木善幸首
相（当時）へバトンタッチした。
大平首相の遺志を継いだ鈴木首
相は、ASEAN５カ国に「人材育
成センター」を創設した。この
時、沖縄にも「人材育成センタ
ー」を建設してほしいという沖縄
出身の国会議員団の強い要請があ
った。沖縄を「ASEANの外郭」
に位置付けて沖縄人材育成センタ
ー建設を実現させた。極めて画期
的な発想であった。
　ASEANの人材育成センターの
役割は次の通りである。インドネ
シア（職業訓練指導員、小規模工
業普及員養成）、マレーシア（職
業訓練指導員、上級技能養成）、
フィリピン（建設、家内工業、水
産養殖分野の担い手養成）、シン
ガポール（生産性向上プロジェク
ト）、タイ（プライマリーヘルス、

ケア訓練センター｡いわゆる「裸
足の医者」養成である）。

アジア経済危機対応

　1980年代に入ると、今度はい
きなりマレーシアのマハティー
ル・ビン・モハマド首相（当時）
が“Look East Policy”（東方政
策）を掲げた。「日本や韓国に学
べ」を唱えて、日本のモノづくり
の技術だけでなく、“質の良いモ
ノを創る心”を日本から学ぶべき
だとして、多くの若者を日本に派
遣した。そして現場ではモノづく
りの技術のみならず、日本人技術
者の“モノづくりの心”まで学ば
せようとした。
　これまで「技術の移転」が中心
であったが、マハティール首相は
日本人のモノづくりの心がモノの
品質を向上させていると考えた。
つまり、それがマレーシアの国際
競争力を向上させる最大のポイン
トだと判断していたのである。
　次の展開は、1997年のアジア
経済危機の時代に生じた。小渕恵
三首相（当時）はASEAN域内の
産業、企業の足腰強化を図るべく
「質高の人材育成」を提唱し、危
機救済として３億ドルの資金拠出

で対処した。一つの産業を支える
各企業の現地人材の質的な向上を
図ることによって、産業全体の足
腰の強化を図ろうとしたものであ
った。この時、アジア経済危機は
日本経済の運命を左右するものだ
と言われたが、その運命を握って
いるのがASEANの健全な発展だ
とも言われた。
　日本という国のいわゆる成長期
に支援し協力したASEANが今後
成長して、次の時代に東南アジア
においてどういう役割を果たせる
のか。今や老成国家に突入してい
る日本にとって、ASEANがどう
いう存在になるのか気になるとこ
ろである。
　その意味で、これからの日本に
とってASEANとはどういう関係
であればよいのかを熟考する時代
を迎えていると言える。少なくと
も対等の立場で政治・経済の在り
方、また文化交流の在り方などを
新たに一歩踏み込んで考える時代
になっていると言えまいか。
　たとえば、日本の提唱するイン
ド太平洋構想においても、
ASEANの存在をどう位置付けす
べきなのか。少なくとも平等、対
等な精神だけは忘れてはならない。

進化すべき日本とASEAN
巨大化する中国への懸念
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ASEANと挑む転換期～共に歩んだ半世紀を礎に

日本のODAでプノンペン郊外に建設された「つばさ橋（ネアックルン橋）」
＝清水氏提供

RCEP実現もASEANが主導

―半世紀のASEANとの友好協力
関係は、日本にとってのASEANの
重要性を物語っていますね。
　ASEANは世界でも日本の非常
に重要なパートナーの一つだ。
1992年からASEAN自由貿易地
域（AFTA）を進め2015年には
ASEAN経済共同体（AEC）が実現
した。日本から見てASEANは中
国に次ぐ第二の貿易相手だ。日本
からASEAN域内への直接投資残
高は対中国の約２倍と大きい。多
くの日系企業がASEAN域内で活
動し、海外進出現地法人企業数は
世界全体の約30％を占める。中
国と並ぶ日系企業の生産基地であ
り、市場である。
　2022年１月に発効した地域的
な包括的経済連携協定（RCEP）
はASEANが提案し、交渉をリー
ドした。これは東アジア全体の
「メガ自由貿易地域（FTA）」
で、ASEAN10カ国と日中韓、オ
ーストラリア、ニュージーランド
の計15カ国が参加する。まさに、
東アジア経済統合の中心に 

ASEANがいることを示している。
　東アジアで地域協力を進める際、
ASEANを中心に位置付ける
「ASEANセントラリティ（中心
性）」という考え方がある。日本
や中国が中心になるのは容易でな
いが、ASEANが真ん中にいると
うまくいく。国際政治や安全保障
の面でもASEANと連携する必要
性は大きい。対立する米中両国も
ASEANとの関係を強化している。
日本の「自由で開かれたインド太
平洋」の構想実現にも重要だ。

合成ゴム貿易の協議がきっかけ

―日本は東アジアで第二次世界
大戦中の「負の歴史」があり、戦
後も「エコノミック・アニマル」
などと批判されたこともあります。
　戦後も対日感情はあまり良くな
い時期があったが、長期的な友好
協力関係を築き、大きく改善した。
東南アジアの地域協力体として
1967年に設立されたASEANに
対し、日本の協力は1973年に発
足した「日本ASEAN合成ゴムフ
ォーラム」を機に始まった。当時、
日本の合成ゴムの生産・輸出が急

増し、天然ゴム生産国のインドネ
シア、タイ、マレーシアなどが被
害を受けていた。このため、
ASEANが日本に合成ゴム生産・
輸出の抑制を求め、フォーラムを
開催した。こうして始まった友好
協力の50周年を記念し、2023年
末には日本とASEAN特別首脳会
議が開催される予定だ。
　その一方、1974年には田中角
栄首相（当時）の東南アジア歴訪
の際、インドネシア、タイなどで
反日運動が起きた。日本の経済力
が影響を急拡大し、反発が強まっ
たからだ。これを踏まえ、日本は
ASEANとの関係を再構築する努
力を続けた。1977年、クアラル
ンプールで開かれた第２回
ASEAN首脳会議では、域外から
唯一日本が招かれ、福田赳夫首相
（当時）が出席し、ASEAN工業
プロジェクト（AIP）などへの支援
を約束した。マニラでの演説で発
表された「福田ドクトリン」の骨
子は、①日本は平和に徹し、軍事
大国にならない、②政治、経済、
社会、文化など広範な分野で真の
友人として「心と心の触れ合う」

相互信頼関係を構築する、③日本
は対等のパートナーになり、
ASEANと加盟国の連帯と強靭性
強化に協力し、平和と繁栄の構築
に寄与する。この三原則は日本の
ASEAN外交の基本になった。
　1985年の「プラザ合意」以降
は、円高に対応し、日本企業の直
接投資が急拡大し、ASEAN域内
での現地生産が増えた。こうして
日本が域外国の中で最も緊密なパ
ートナーになった。

つばさ橋も連結性強化に貢献

　日本は政府開発援助（ODA）
も多く提供し、2020年には日本
のODA全体の28％にあたる約48
億ドルがASEANに供与された。
質の高いインフラの建設協力や技
術協力、人材育成などを行い、
ASEAN全体の発展を支援してき
た。そして生産ネットワーク構築
や域内の連結性強化、ASEAN経
済統合の深化、域内格差の是正に
も貢献してきた。
　インフラによる連結性強化では、
2015年にカンボジアのプノンペ
ン郊外で開通した「つばさ橋（ネ
アックルン橋）」が良い例だ。日
本の無償資金協力でメコン川を渡
る国道１号に造られた。その前は
フェリーで渡るだけだったが、橋
でつなぐことでバンコク、プノン
ペン、ハノイの国際幹線道路が連
結し、南部経済回廊が完成した。
ASEAN全体の連結性も増し、統
合の深化、格差是正に役立ってい
る。
　また、日本企業の技術協力や人

材育成も成果を上げてい
る。たとえば、自動車部
品メーカーの（株）デン
ソーは、技能オリンピッ
クで多くの金メダルを受
賞して来た。以前は日本
人技術者の指導を受けた
現地工場の社員らが受賞
していたが、進出先での
技術蓄積が進み、タイ人
など現地指導者が教えたタイ人社
員らも受賞するようになった。日
本企業の技術がASEAN諸国に定
着した好例だろう。
　シンガポールのISEASユソフ・
イサーク研究所が毎年実施する
ASEAN諸国の世論調査では、主
要な域外国のうち「最も信頼でき
る国」として日本が４年連続で選
ばれた。日本は幅広い協力で信頼
度を高めていると考えられる。

―ASEANも中所得国が増え、経
済協力の分野が変化しています。
　ASEAN全体の人口が６億以上
に増え、経済規模の拡大が続いて
おり、近い将来、日本の経済規模
を凌駕するだろう。今後は、日本
がASEANを支援する姿勢でなく、
対等な関係の相互協力が重要にな
る。カンボジアやラオスには従来
型のインフラ支援や人材育成が求
められるが、中所得国には「中所
得国の罠」に陥らないよう、一層
の高度人材の育成協力が必要だ。
　現在、ASEAN諸国は日本と共
通する多くの課題解決が迫られて
おり、“課題先進国・日本”の役
割は大きい。たとえば、環境・省

エネ・脱炭素化、保健・医療・高
齢化社会への対応、さらに災害対
策も協力できる。ただ、デジタル
分野などはASEANの方が進んで
いる面があり、日本が学ぶことも
できる。東京には国際機関日本ア
セアンセンター（東南アジア諸国
連合貿易投資観光促進センター）
が1981年に開設され、ここを拠
点に一層の交流拡大が期待される。
ちなみに同様のセンターは日本に
次いで中国、韓国にも開設された。

世界経済の分断回避が必要

　さらに、経済に加えて政治を含
めた多様な協力が重要だ。米中対
立が深まる中、安全保障と経済の
バランスを上手くとり、世界経済
ができるだけ分断されないように
していきたい。それには、米中に
次ぐ経済大国の日本もASEANや
欧州連合（EU）、豪州などとの
“ミドルパワー協力”を強化する
と良い。特にASEANはバランス
外交が巧みだ。中国の勢力拡大を
抑え、米中対立を緩和するために
も、ASEANとの関係を緊密にし
て知恵を出し合っていくことが重
要だ。

学者の視点1

日本が東南アジア諸国連合（ASEAN）との友好協力関係を築
いてから50周年。その意義と今後のASEANとの協力課題につ
いて、ASEAN経済統合の専門家で、近著に『RCEPと東アジ
ア』がある九州大学大学院教授の清水一史氏に聞いた。

連携して米中対立の緩和にも効果

“ミドルパワー協力”
の展開を

　清水 一史氏九州大学大学院 経済学 研究院 教授
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学部助手、九州大学経済学部助教授を経て、現職。ASEAN研究会（ASGT）座
長、産業学会会長、アジア政経学会副理事長、国際貿易投資研究所客員研究員
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